
平成 25 年度

平成 29 年度

【局評価】 【財務局評価】

どのような課題や問題点があったか 財務局として、成果や課題などについて、どう考えたか

根拠法令等

局として、事業をどうしていきたいか

29年度予算で、どのように対応したか

千円

千円 千円

千円 千円

歳入 29年度予算額 591,424 

歳出 29年度予算額

移管・終了

29年度見積額 764,354 29年度見積額 1,150,346 千円

歳
出

27年度決算額 1,258,563 千円

28年度予算額 1,719,903 28年度予算額 1,910,810 千円

952,865 

34,326 

○　帰宅困難者を受け入れる際の施設の安全点検のポイ
　ントを助言する「施設安全確認アドバイザー」を一時
　滞在施設の円滑な開設・運営等に関する助言を行う「
　開設アドバイザー」に統合する。

○　また、多くの帰宅困難者の発生が予想される主要タ
　ーミナル駅周辺において、受入スペースの施設整備等
　に係る新たな補助制度を創設し、積極的な対応を図
　る。

６

拡大・充実 見直し・再構築

東京都帰宅困難者対策条例

２ どのように取り組み、どのような成果があったか ４

１ どのような経緯で事業を始めたか、何を目指すのか ３ ５

○　大規模災害時には、都内の駅周辺や大規模集客施
　設などで、多くの帰宅困難者による混乱の発生が想
　定される。

○　このような状況において、多くの人が一斉に帰宅
　を開始すると、火災や建物倒壊等による二次被害の
　危険があるだけでなく、発災後に優先して実施すべ
　き救助・救援活動等に支障が生じる可能性がある。

○　このため、発災後はむやみな移動を開始せず、３
　日間会社等に留まる一斉帰宅の抑制に向けた普及啓
　発を行うとともに、行き場のない帰宅困難者92万人
　の安全を確保する取組を進める。

○　平成28年7月現在、約29万人分の一時滞在施設を確
　保している。

○　一方で、施設のさらなる確保に向けた取組みを実施
　していく上で、事業者が受入れスペースを確保し、備
　蓄品を購入する費用の負担は大きい。

○　92万人の安全安心を確保していくため、事業者の積
　極的な協力を引き出す仕組みについて再検討を行う必
　要がある。

○　行き場のない帰宅困難者92万人の安全確保の必要性
　は認められるが、執行状況が低調であることから、事
　業の継続にあたっては、抜本的な再構築を行うことが
　求められる。

○　一方、一刻も早い目標達成に向けては、事業の再構
　築に向けた検討と併行して補助事業を継続する必要が
　ある。

○　また、主要ターミナル周辺の施設確保については緊
　急的に行う必要があることから、事業全体の見直しに
　先行して取組を開始する必要性が認められる。

拡大・充実 見直し・再構築 移管・終了 その他○　都民、事業者、行政等のそれぞれの帰宅困難者対
　策への責務を明文化した東京都帰宅困難者対策条例
　を平成25年4月に施行した。
○　都民、事業者に対し、ポスターによる広告や講演
　等によって、一斉帰宅抑制の必要性を周知してき
　た。
○　行き場のない帰宅困難者の安全を確保するため2
　5年4月に都立施設200か所を一時滞在施設（約７万
　人分）として指定するとともに、民間の一時滞在施
　設に対する備蓄品の購入費補助を開始した。

その他

○　既存の備蓄品購入費補助等について、過去の執行実
　績を踏まえ精査を行った。

○　主要ターミナル駅周辺の施設整備費補助について
　は、その緊急性を認め、対象や規模の考え方を再整理
　した上で予算を措置する。

歳
入

27年度決算額

事業評価票

20
帰宅困難者対策 事 業 開 始

（総務局総合防災部／一般会計） 事 業 終 期

＜一時滞在施設確保状況＞

区　分

国等

都立

区市町村立

民間

計

28年７月１日時点

受入予定人数

約0.8万人

約７万人

約8.8万人

約12.4万人

約29万人
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